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1990年 1995年 2000年 2005年 06年 07年 08年 09年 10年 11年 12年 13年 14年 15年

板紙 11,657 12,193 12,791 12,051 12,042 12,074 11,800 10,436 10,977 11,163 10,890 11,059 11,360 11,398

紙 16,429 17,466 19,037 18,901 19,066 19,192 18,828 15,832 16,387 15,446 15,067 15,181 15,118 14,828
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資料：経済産業省

紙・板紙の生産量について

単位：千トン

1990年 1995年 2000年 2005年 06年 07年 08年 09年 10年 11年 12年 13年 14年

紙・板紙
生産量合計

28,086 29,659 31,828 30,952 31,108 31,266 30,627 26,268 27,363 26,609 25,957 26,241 26,478

（前年比） 100.5% 100.5% 98.0% 85.8% 104.2% 97.2% 97.5% 101.1% 100.9%

資料：経済産業省



我が国の製紙産業の原料構成

• 2015年における我が国の製紙原料は2,668万ｔ、このうち古紙が
1,712万ｔで64.3％を占めている。

• パルプは947万ｔで、35.6％となっているが、我が国の製紙企業が木
材チップから製造している国産パルプが29.5％、海外から購入する
輸入パルプが6.1％となっている。
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日本の製紙原料の６割は古紙

古紙６３．９％植林⽊由来のパル
プ２０．４％

製材残材由来の
パルプ６．４％

天然⽊由来のパル
プ３．０％

輸入パルプ
６．２％

その他０．１％



木材チップ



製紙産業の木材チップ消費量
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(単位：千ＢＤＴ)

資料：日本製紙連合会
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木材パルプ材集荷推移1970-2015
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千BDT

資料：日本製紙連合会
ただし、1991年以前は換算値



パルプ材集荷の国産材比率推移

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

1970 72 74 76 78 80 82 84 86 88 90 92 94 96 98 2000 02 04 06 08 10 12 14

合計 針葉樹 広葉樹

8

資料：日本製紙連合会
ただし、1991年以前は容積からの換算値
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パルプ材需給（２０１５）

区 分 消 費 量
集 荷

国 産 材 輸 入 材 合 計

％ ％ ％ ％

パルプ材計 16,216 98.3 4,762 97.0 11,551 101.2 16,314 100.0

針葉樹原木 122 96.5 124 99.1 124 99.1

広葉樹原木 21 99.5 22 100.6 22 100.6

針葉樹チップ 4,840 95.0 3,292 96.1 1,580 95.7 4,872 95.9

広葉樹チップ 11,234 99.9 1,325 99.1 9,972 102.2 11,296 101.8

（参 考）

消 費 針葉樹伸び率： 95.0％ 広葉樹伸び率： 99.9％

集 荷 針葉樹比率 ： 30.6％ 広葉樹比率 ： 69.4％

輸入材比率 ： 70.8％
（針葉樹： 31.6％ 広葉樹： 88.1％）
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国 名 針葉樹チップ 広葉樹チップ 合 計

ベトナム ３，０３９ ３，０３９

オーストラリア ６３４ １，９１９ ２，５５３

チリ １，８１２ １，８１２

南アフリカ １，１９９ １，１９９

タイ ８６１ ８６１

アメリカ ６３９ ６３９

ブラジル ５９９ ５９９

インドネシア ３２３ ３２３

マレーシア ２７９ ２７９

NZ １３１ １１２ ２４３

カナダ １６３ １６３

フィジー ８８ ８８
10

（単位：千トン）2015年国別木材チップ輸入量
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木材チップ国別輸入実績（針葉樹）
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国別木材チップ輸入比率 (針葉樹)
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木材チップ国別輸入実績（広葉樹）

16

（単位︓千トン）
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国別木材チップ輸入比率 (広葉樹)
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世界のパルプ材生産（総計：６３８，６９４千ｍ３）
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木材チップの国別輸出入実績（２０１３年） 単位：千ｍ３
輸入＼輸出２
２

ベトナム 豪州 タイ 米国 ブラジル チリ インドネシア 南アフリカ ドイツ ロシア カナダ ＮＺ その他 合計

日本 ３９５７ ５４２８ １７３１ ８３３ １４３１ ３７０７ １０４ １２７５ ０ ３２ ４１１ ６７３ ３４ １９６１６

中国 ７９３７ ３３４９ ２９２８ １４８ ５４７ ０ １４５２ １６０ ０ ５９ ５５ ２１ １６６５６

トルコ ２０６３ ５８６ ０ ２ ５１２ １１７ ３２８０

カナダ ２３１８ ０ ０ ９１４ ３２３２

フィンランド １ ０ １６１０ １５３３ ３１４４

オーストリア ０ ８４５ ６７５ １５２０

ポーランド ０ １２ ０ ０ １１０８ １１２０

韓国 １００２ ４２ ２ ２ ０ ３５ ２２ １１０４

スウェーデン ０ ３ ０ ０ ０ ３９ ０ １０５４ １０９６

ポルトガル ５０６ ０ ５５８ １０６４

イタリア ０ ８９ ０ １ ０ ９２６ １０１６

ドイツ ４８ ８１８ ０ １２ ０ １２１ ９９２

スイス １ ９５ ４２４ ５２０

スペイン ５ １７５ ０ ０ ３２４ ５０４

デンマーク ８ ０ ２５ ２ ０ ３６５ ４００

ノルウェイ ０ ２ ０ ３１０ ３１２

スロベニア ０ ０ ３０４ ３０４

チェコ ７ ０ ６３ ２２６ ２９６

その他 １６０５ ５９２ ７００ １０５ ９０４ ２９ ５８ ２９３ ２３７ １ ２１ ３２ ９４８ ５５２８

合計 １４５０４ ９３７６ ５４００ ４９６０ ３７３６ １６１６ １７２８ １２８０ １７９４ １２８０ １７９２ ９４４ ７６０ ６１７０４



チップ専用船の隻数推移
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ＦＩＴによる木質バイオマス発電



ＦＩＴによる再生可能エネルギー発電認定量（新規認定分）
（平成２８年４月末時点）

再生可能エネルギー 認定容量（万ｋＷ）

太陽光（住宅） ４６９万 kW

太陽光（非住宅） ７，４７６万 kW

風力 ２８４万 kW

中小水力 ７８万 kW

バイオマス ３７１万 kW

地熱 ８万 kW
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資料：資源エネルギー庁



ＦＩＴによる木質バイオマス発電認定実績（平成２８年４月末時点）

新規認定数 新規認定量（kW） 移行認定数 移行認定量(kW) 合計認定数 合計認定量

未利用木材
2,000kW未満 ２０ ２４，４１５ ４ ３､０３８ ２４ ２７，４５３

未利用木材
2,000kW以上 ４９ ３９８，０７３ ３ ６､０１５ ５２ ４０４，０８８

一般木材 １０５ ２，９６０，８６３ １０ ７３､８００ １１５ ３，０３４，６６３

建設廃材 ４ ３４，９６０ ２９ ３３１､９１６ ３３ ３６６，８７６

計 １７８ ３，４１８，３１１ ４６ ４１４､７６９ ２２４ ３､８３３，０８０



製紙企業のＦＩＴによる木質バイオマス発電（新規）

都道府県 企業（発電所）名 稼働（予定） 発電能力（ｋＷ） 木材チップ量
（トン）

バイオマス種類

北海道 王子エフテック江別工場 ２０１５年１２月 ２５，０００ ２００，０００ 未利用木材１８万ト
ン

静岡 王子マテリア富士第一工
場

２０１５年３月 ４０，０００ ９０，０００ 未利用、一般、建設
廃材、ＲＰＦ

兵庫県 兵庫パルプ谷川工場 ２０１７年１２月 ２２，１００ ２１０，０００ 未利用、一般、建設
廃材、ＰＫＳ

鳥取県 三洋製紙 ２０１６年１２月 １６，７００ １５０，０００ 未利用、建設廃材、
ＰＫＳ

熊本県 日本製紙八代工場 ２０１５年６月 ５，０００ ７１，０００ 未利用間伐材

宮崎県 王子グリーンリソース日
南工場

２０１５年４月 ２５，０００ ２００，０００ 未利用１５万トン
一般木材５万トン

鹿児島県 中越パルプ工場
川内工場

２０１５年１１月 ２３，７００ ３００，０００ 未利用２１万トン
一般木材９万トン

この外に、三菱製紙八戸工場（輸入木材、PKS等）７５，０００ｋＷ、日本製紙石巻工場（石炭混燃）
２５，３７２ｋＷ、大王製紙三島工場（黒液）６１，０００ｋＷがある。



間伐材等未利用木材 建築廃材 ＰＫＳ 一般木材（チップ） 一般木材（バーク等）

建築廃材
5 千トン

ＰＫＳ
96 千トン

一般木材（バーク等）
12 千トン

間伐材等未利用木材
138 千トン

一般木材
56 千トン

一般木材（チップ）
44 千トン

ＦＩＴによる木質バイオマス消費量 (新規認定のみ) 2015年



未利用木材（間伐材等） 未利用木材（バーク等） 一般木材（木材チップ） 一般木材（バーク等） ＰＫＳ 輸入木材ペレット 建築廃材

一般木材（木材チップ）
235 千トン

一般木材（バーク等）
134 千トン

ＰＫＳ
224 千トン

輸入木材ペレット
78 千トン

未利用木材（間伐材等）
483 千トン

未利用木材（バーク等）
272 千トン

建築廃材
1,218 千トン

ＦＩＴによる木質バイオマス消費量 ( 合計（新規認定+ 既存設備) ) ２０１５年



ＦＩＴによる木質バイオマス発電（新規）の推定木質バイオマス使用量

認定発電量（ｋＷ） 推定木質バイオマス量
（トン） ×１２

推定木質バイオマス量
（ｍ３）

未利用木材
２，０００ｋＷ未満 ２４，４１５ ２９２，９８０ ５４９，３３８

未利用木材
２，０００ｋＷ以上 ３９８，０７３ ４，７７６，８７６ ８，９５６，６４３

一般木材
２，９６０，８６３ ３５，５３０，３５６ ４６，８５３，２１７

建設廃材
３４，９６０ ４１９，５２０ ７３７，６１８

計
３，４１８，３１１ ４１，０１９，７３２ ５７，０９６，８１６



木質バイオマスの発生と利用
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資料：農林水産省
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２０３０年のエネルギーミックスのバイオマス発電燃料消費量

• 未利用間伐材 ２４万ｋＷ

消費見込み量（グリーントン） ２４万ｋＷ×１２＝２８８万トン

消費見込み量（ＢＤＴ ）２８８万トン×０．６＝１７３万トン

消費見込み量（ｍ３） １７３万トン÷０．３２＝５４１万ｍ３

・建設廃材 ３７万ｋＷ

消費見込み量（グリーントン） ３７万ｋＷ×１２＝４４４万トン

消費見込み量（ＢＤＴ） ４４４万トン×０．８＝２２２万トン

消費見込み量（ｍ３） ２２２万トン÷０．４５５＝４８８万ｍ３

一般木材 ２７４万ｋＷ～４００万ｋＷ

消費見込み量（グリーントン） ２７４万ｋＷ～４００万ｋＷ×１２

＝３、２８８万トン～４、８００万トン

消費見込み量（ＢＤＴ） ３、２８８万ｋＷ～４、８００万ｋＷ×０．６

＝１、９７３万トン～２、８８０万トン

消費見込み量（ｍ３） １、９７３万トン～２、８８０万トン÷０．４５５

＝４、３３６万ｍ３～６、３３０ｍ３

合計消費見込み量（ｍ３） ５，３６５万ｍ３～７，３５９万ｍ３



森林・林業基本計画（平成２８年策定）

○木材供給量の目標（単位：百万ｍ３）

平成26年（実績） 平成32年（目標） 平成37年（目標）

木材供給量 ２４ ３２ ４０

○用途別の木材利用量の目標（単位：百万ｍ３）

利用量 総需要量

平成２６年
（実績）

平成３２年
（目標）

平成３７年
（目標）

平成２６年
（実績）

平成３２年
（見通し）

平成３７年
（見通し）

製材用材 １２ １５ １８ ２８ ２８ ２８

パルプ・チップ用材 ５ ５ ６ ３２ ３１ ３０

合板用材 ３ ５ ６ １１ １１ １１

燃料材 ２ ６ ８ ３ ７ ９

その他 １ １ １ １ ２ ２

合計 ２４ ３２ ４０ ７６ ７９ ７９







製材残材の利用の現状と
発電利用に供するガイドラインの記述について

• 製材残材の現状の利用率ということでは、2010年12月に林野庁が公表した「バイオ
マス活用基本計画」の中に、「製材工場等残材」についての記述があり、それによると

～製材工場残材については、年間発生量約340万トンのうち、物理的回収限界にほ
ぼ達していると認められる95%が製紙原料やエネルギー等として再生利用されており、
引き続き、その活用を推進する～ としている。

・他方、林野庁がFIT制度が施行された時に出された「発電利用に供する木質バイオマ
スの証明のためのガイドライン」においては、次の留意事項が書かれている。

～木質バイオマス発電の燃料として供給される間伐材等由来の木質バイオマス及び一
般木質バイオマスの証明にあたっては、これら木質バイオマスが、木材の品質及び集
材コスト等の面から、従来であれば林内に放置等されていたものであること、既存利用
に影響を及ぼさないように適切に配慮していく必要があること等に十分留意することと
する。～
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日本製紙連合会に寄せられる問題の事例
(既存業界に影響を与える行為)

• G発電会社は、従来製材残材を全量製紙会社に納入していたY木材協
同組合に、製紙用木材チップより高い価格で、全量を発電用として引き
取る提案をした結果、3割が製紙会社、7割が発電会社に納入されるこ
とになった。

• M木材協同組合は従来、製材残材を全て製紙会社に納入していました
が、B発電会社が製紙用木材チップより5割高い価格を提示したため、
週トラック1～2台の製材残材チップを発電用に販売することになった。

• T発電会社の子会社のTチップ工場は、製紙用の価格より高い価格で
発電用にC材丸太を購入する旨書面で宣言し、従来は製紙用であった
C材丸太を買い集めている。
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全国パルプ材価格（針葉樹丸太）
資料：農林水産省統計
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ＦＩＴによる大型木質バイオマス発電施設

企業名（場所）福岡
県

発電能力（ＫＷ） 稼働時期 原燃料

王子ＨＤ，三菱製紙
（青森県八戸市）

７５，０００ ２０１９年 輸入木材チップ、ＰＫＳ

エア・ウオーター
（福島県いわき市）

７５，０００ ２０２０年 輸入木質ペレット、ＰＫＳ

サミットエナジー
（愛知県半田市）

７５，０００ ２０１７年 輸入木材チップ、ＰＫＳ

イーレックス
（福岡県豊前市）

７５，０００ ２０１８年 ＰＫＳ

住友林業等
（北海道紋別市）

５０，０００ ２０１６年 林地残材、間伐材、ＰＫＳ，
石炭

サミットエナジー
（山形県酒田市）

５０，０００ ２０１８年 林地残材、間伐材、
輸入木質ペレット

イーレックス
（大分県佐伯市）

５０，０００ ２０１６年 ＰＫＳ

昭和シェル石油
（神奈川県川崎市）

４９，０００ ２０１５年 輸入木質ペレット、ＰＫＳ



商社の木質バイオマス輸入の動き

• 双日：ベトナムの国営林業会社ベトナム・フォレスト社（ビナフォー社）と提
携。２０１８年からダナンを中心に４か所の生産拠点を造成して年間１００
万トンの木質ペレット（バーク等廃材から製造）を輸入

• 伊藤忠：中国、ベトナムから木質ペレットを２０１５年に１２万トン輸入した
が、２０１９年度までに１２０万トンに拡大予定。インドネシア、マレーシアか
らはＰＫＳを輸入。

• 住友商事：ブラジルのサトウキビのバガスからペレットを製造する発電燃
料会社（Ｃｏｓａｎ Ｂｉｏｍａｓｓａ Ｓ．Ａ．）に２０％出資。現在の生産能力１８
万トンを２０２５年までに２００万トンに拡大。そのうち２割の４０万トンを日
本に輸出。

• 丸紅：現在カナダから６万トンの木質燃料を輸入。２０１７年には２０万トン
以上に拡大。オーストラリア等に植林地を所有。年間２３０万トンの製紙用
チップを販売。オーストラリアの製紙用木材チップ供給会社から木質燃料
を輸入。



燃料用の木材チップ使用量 (２０１５年)

木材チップ輸入量
（通関統計）

木材チップ集荷量
（日本製紙連合会統計）

差分

針葉樹 1,681,040 1,596,081 84,959

広葉樹 10,220,206 9,971,737 248,469

計 11,901,246 11,567,818 333,428

(単位：トン)



木質ペレットの輸入量
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木質ペレット生産の推移
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資料：林野庁



世界の木質ペレット生産国（２０１４年）



世界の木質ペレット需要国（２０１４年）



世界の木質ペレット貿易フロー（２０１４年）



日本のＰＫＳ輸入量の推移
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ＰＫＳの輸入価格

年次 輸入価格（円/ｋｇ） 輸入数量（トン）

２０１１ ７．９ ２７，５３９

２０１２ ９．８ ２６，２１１

２０１３ １０．７ １３１，２２４

２０１４ １１．８ ２４４，１７８

２０１５ １２．８ ４５６，０８４

資料：通関統計



世界のパーム油副産物の貿易量（２０１４年）



世界のＰＫＳ供給ポテンシャル



森林認証



・ ＳＧＥＣは、小規模な森林所有者や林業団体等の強い支持
によりＦＭ認証の面積を急速に拡大しており、２０１６年現在で
日本の森林面積の５％にあたる１３１万ｈａのＦＭ認証と３５１
のＣｏＣ認証を達成している。

・このＦＭ認証の実績は明らかにＦＳＣのＦＭ認証の実績を凌
駕している。ＦＳＣは、２０１６年現在で３９万ｈａのＦＭ認証と
１，０５０のＣｏＣ認証を達成している。

・しかしながら、ＷＷＦのような自然保護団体の強い支持を得
ているＦＳＣは、消費者や需要者の間で他の森林認証よりも
好意的に認識されている。

・ＳＧＥＣは、現時点ではＰＥＦＣとの相互承認とはなっていな
いので、ＰＥＦＣは日本国内にＦＭ認証を有しておらず、２０１６
年現在で１９０のＣｏＣ認証を達成している。（SGECは２０１６年
６月３日に正式にPEFCと相互承認した。）
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日本における森林認証制度の実績

森林認証制度 FM 認証
(ha)

CoC 認証

SGEC 1,310,663 351

FSC 393,243 1,050

PEFC --- 190

55( 2016年２月現在)



日本の製紙企業の森林認証取得状況

• 日本の製紙企業は、国内外の６４万haの所有林
について、FSC,PEFC,SGEC等の森林認証のFM認証
を取得している。

• さらに,日本の製紙企業が消費している木材チップ
の２２．２％が森林認証材である。

• 日本の製紙企業は、それぞれの国、地域で受け
入れられている森林認証制度を採用している。
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日本の製紙企業の森林認証取得面積

57
Source：Japan Paper Association



森林認証木材チップの利用状況（２０１３）

針葉樹 広葉樹 計

国産 245 5 250

輸入 616 2,610 3,226

計
（森林認証率）

861
(17.3%)

2,615
(24.4%)

3,476
(22.2%)
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資料︓⽇本製紙連合会

（単位：千トン）



製紙業界の違法伐採対策



グレーンイーグルズ行動計画

• ２００５年に英国で開催されたG8・グレニーグルズサミットにおいて合
意された行動計画によって先進各国は違法伐採対策に取り組むこ
ととなった

• これを受けて、日本政府は気候変動イニシアティブにおいて、「グ
リーン購入法」により２００６年度以降は政府調達の対象を合法性、
持続可能性が証明された木材とする措置を導入することになった



グリーン購入法による違法伐採対策

• 日本政府はグリーン購入法の基本方針の判断基準を改定して、２０
０６年度以降、政府調達にあたっては合法性が確認された木材のみ
を用いなければならないこととした

• 基本方針の判断基準は毎年度、パブリックコメント行った上で閣議
決定される

• 紙類で、判断基準において合法性を確認した木材のみを用いるよう
に定められているのは、①コピー用紙、②フォーム用紙、③インク
ジェットカラープリンター用塗工紙、④非塗工印刷用紙及び⑤塗工
印刷用紙の５品目である



合法性確認のための林野庁のガイドライン

• グリーン購入法の判断基準のために合法性を確認
する方法として林野庁のガイドラインが示されている

• その中で合法性を確認する方法としては３つの方法
が定められている

①森林認証による方法

②団体認定による方法

③個別企業の独自の取組による方法

・製紙業界は、③の個別企業の独自の取り組みによる
方法で合法性を確認している



製紙業界の違法伐採対策

• 日本製紙連合会は、２００６年３月に「違法伐採問題に対する日本製
紙連合会の行動指針」を策定している

• 製紙業界は、２００６年４月以降、林野庁のガイドラインの個別企業
の独自の取組による方法に基づいて、使用する全ての木材原料に
ついて合法性を確認している

• その際、森林認証による方法や団体認定による方法を併用している。

• さらに、２００７年４月からは、会員企業の独自の取組に客観性と信
頼性を担保するために、「違法伐採対策モニタリング事業」を実施し
ている



○製紙企業の独自の取組

製紙各社の「個別企業の独自の取組」は、各社様々であるが、概ね
共通して以下のような対応をとっている

・違法伐採木材を取り扱わない旨の「原料調達方針を作成する

・サプライヤーから違法伐採木材を取り扱わないという誓約書を入手
する

・サプライヤーからトレーサビリティ・レポートを入手するとともに現地
確認を行う

・全量合法性を確認するので分別管理は行わない

・関係書類は最低5年間保管する

・毎年度の違法伐採対策の取組について日本製紙連合会の外部監
査を受ける
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製紙業界の違法伐採対 (合法証明システム)



違法伐採対策モニタリング事業

• 会員企業の個別企業の独自な取り組みに、客観性と信頼性を担保
するために、日本製紙連合会は「違法伐採対策モニタリング事業」を
実施している

• この事業の中で、日本製紙連合会は毎年度、会員企業の独自の取
組による違法伐採対策をモニタリングしている。

• その結果について、学識経験者、消費者団体、監査法人関係者等
で構成される第3者委員会に報告し、監査を受けている。

• 毎年度の「違法伐採対策モニタリング事業」の実施結果について
は、日本製紙連合会のHPで公表している。



○監査委員会委員

東京大学大学院教授 永田 信氏

全日本文具協会 大沼 章浩氏

グリーン購入ネットワーク 麹谷 和也氏

筑波大学大学院准教授 立花 敏氏

あらた監査法人 野村 恭子氏



企 業 名

URL

王 子 製 紙 株 式 会 社 http://www.ojiholdings.co.jp/（王子グループ）

王 子 マ テ リ ア 株 式 会 社 http://www.ojiholdings.co.jp/（王子グループ）

王 子 エ フ テ ッ ク ス 株 式 会 社 http://www.ojiholdings.co.jp/（王子グループ）

王 子 ネ ピ ア 株 式 会 社 http://www.ojiholdings.co.jp/（王子グループ）

王 子 キ ノ ク ロ ス 株 式 会 社 http://www.ojiholdings.co.jp/（王子グループ）

大 王 製 紙 株 式 会 社 http://www.daio-paper.co.jp/

中 越 パ ル プ 工 業 株 式 会 社 http://www.chuetsu-pulp.co.jp/

特 種 東 海 製 紙 株 式 会 社 http://www.tt-paper.co.jp/

日 本 製 紙 株 式 会 社 http://www.nipponpapergroup.com/（日本製紙グループ）

日 本 製 紙 パ ピ リ ア 株 式 会 社 http://www.nipponpapergroup.com/（日本製紙グループ）

兵 庫 パ ル プ 工 業 株 式 会 社 http://hyogopulp.co.jp/

北 越 紀 州 製 紙 株 式 会 社 http://www.hokuetsu-kishu.jp/

丸 三 製 紙 株 式 会 社 http://www.marusan-paper.co.jp/

丸 住 製 紙 株 式 会 社 http://www.marusumi.co.jp/

三 菱 製 紙 株 式 会 社 http://www.mpm.co.jp/

リ ン テ ッ ク 株 式 会 社 http://www.lintec.co.jp/

レ ン ゴ ー 株 式 会 社 http://www.rengo.co.jp/



合法伐採木材利用法





合法伐採木材等の流通及び利用の促進に関する法律

１．定義

木材等: 木材及び木材を加工し、又はこれを主たる原料として製造して得た紙、 家具等

の物品であって主務省令で定めるもの（リサイクル品を除く）

合法伐採木材等： 我が国又は現在国脳法令に適合して伐採された樹木を材料とする木

材等

木材関連事業者： 木材等の製造、加工、輸入、輸出又は販売（消費者に対する販売を

除く）をする事業者であって主務省令で定めるもの

２．国の責務

国は基本方針を策定するとともに、資金の確保、情報の提供、国民の理解の促進のため

の措置を講ずるよう努める。

３．事業者の責務

事業者は、合法伐採木材等を利用するよう努めなければならない。



４．合法性の判断の基準

主務大臣は、事業者が合法性の確認にあたっての判断基準を定める。

①我が国又は原産国で合法伐採木材等であることを証明する書類、

②①が得られない際に追加的に収集する書類、

③木材関連事業者が木材等を譲渡する際に必要な書類

④①及び②に関する書類の保管等主務省令で定める事項

５．国の指導及び助言

主務大臣は、合法伐採木材等の利用を確保するための措置について、木材関

連事業者等に対して指導及び助言をすることができる。

６．木材関連事業者の登録

合法伐採木材等の利用に努めている木材関連事業者は、登録実施機関に登録する

ことができる。登録に違反があった場合は登録を抹消するとともに氏名を公表

する。

７．国の報告徴収及び立ち入り検査

主務大臣は、合法伐採木材の利用の確保について、木材関連事業者等から報告を聴

取させるとともに、工場等に立ち入り、帳簿等を検査することができる。



４．合法性の判断の基準

主務大臣は、事業者が合法性の確認にあたっての判断基準を定める。

①我が国又は原産国で合法伐採木材等であることを証明する書類、

②①が得られない際に追加的に収集する書類、

③木材関連事業者が木材等を譲渡する際に必要な書類

④①及び②に関する書類の保管等主務省令で定める事項

５．国の指導及び助言

主務大臣は、合法伐採木材等の利用を確保するための措置について、木材関

連事業者等に対して指導及び助言をすることができる。

６．木材関連事業者の登録

合法伐採木材等の利用に努めている木材関連事業者は、登録実施機関に登録する

ことができる。登録に違反があった場合は登録を抹消するとともに氏名を公表

する。

７．国の報告徴収及び立ち入り検査

主務大臣は、合法伐採木材の利用の確保について、木材関連事業者等から報告を聴

取させるとともに、工場等に立ち入り、帳簿等を検査することができる。



日本製紙連合会・合法証明DDSマニュアル



製紙業界の新たな違法伐採対策の検討

• 合法伐採木材等の流通及び利用の促進に関する法律（以下、合法木材利用促
進法という）が制定されたため、来年度以降、日本の木材関連業界は、ＤＤ
（デューディリジェンス）を行わなければならないこととなった。

• このような動きになることを想定して、日本製紙連合会は、平成２６年度から海
外産業植林センターに委託をして、「海外植林におけるナショナルリスクアセス
メント手法の開発」について調査を行ったところである。

• 平成２７年度については、この委託調査の中で、ディープグリーンコンサルティ
ング代表の籾井まり氏を委員長とする検討会を設けて、製紙業界の違法伐採
対策のＤＤマニュアルの策定を行っている。

• このＤＤマニュアルについては、合法木材利用促進法の要求を満足するのみな
らず、ＥＵの木材規制法、豪州の違法伐採禁止法等で要求されているレベルを
クリアするものを目指している。



委員会メンバー

• 籾井 まり (委員長) ディープグリーンコンサルティング代表

• 竹内 孝之 O&Cファイバートレーディング(株) 取締役チップ部
長

• 松本 哲生 (１回･２回) 日本製紙(株) 原材料本部 本部長付
部長

• 太刀川 寛（３回） 日本製紙(株) 原材料本部 林材部 部長代
理

• 石田 裕之 (１回･２回) 北越紀州製紙(株) 海外資源部 部付
課長

• 荒井 芳晴 (３回) 北越紀州製紙(株) 海外資源部 木材チップ
担当課長

• 飛田 真作 大王製紙(株) 資源部 海外植林課 課長代理

• 千葉 英記 三菱製紙(株) 原材料部 林材グループ 上席主任

アドバイザー：JPA 常務理事 上河潔
オブザーバー：
JPA 原材料部 部長代理 前田 直史
JPA 原材料部 主任 片桐 航
事務局：JOPP 専務理事 大渕 弘行



日本製紙連合会の違法伐採対策デューディリジェンスツール

• 現在検討中のＤＤマニュアルは、ＥＵの木材規制法に対応した欧州木材貿易
連盟（ＥＴＴＦ）のＤＤシステムに準拠している。

• これにより、日本の合法木材利用促進法のＤＤのみならず、ＥＵの木材規制
法、豪州の違法伐採禁止法等のＤＤとしても通用するものとなると考えている。

• 基本的な構成は、①情報収集、②リスクアセスメント、③リスク緩和措置と
なっている。特に、情報収集については、現在実施している日本製紙連合会
の違法伐採対策モニタリング事業で実施しているトレーサビリティレポート等
を活用している。

• 第三者による監査については、モニタリング事業の監査委員会による監査に
加えて、合法木材利用促進法によって定められている登録実施機関による
登録審査により対応する考えである。

• 詳細については、今後、日本製紙連合会林材部の違法伐採木材問題検討
会において本年末までに成案を得る考えである。



2006年
違法伐採対策に対するJPAの行動
指針

2006年 製紙業界の違法伐採対策
2007年 JPA違法伐採対策モニタリング事業
2012年 JPA環境行動計画

2014年
生物多様性保全に関するJPA行動
指針

毎年
製紙業界の違法伐採対策の取り組
み状況について



• チャタムハウスでの関係者ヒアリング

• NEPCon リーガルソース

• ヨーロッパ木材貿易連盟（ETTF)マニュアル

• オーストラリア木材業界団体マニュアル

• Global Timber Forum (GTF)のドラフト提案

• Global Timber Forum ディレクターのチェック
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1.1 木材調達におけるDDプロセス

本マニュアルにおいて、デュー･ディリジェンス(DD) とは、以下の3つの段階を踏み木
材の違法リスクを最小化することを意味する：

�必要情報へのアクセス

�リスクアセスメント

�リスク緩和措置

（2）でリスクが低いことが確認できれば、（3）を行う必要はない。

（3）でリスクが緩和できない場合には、当該製品の購入をやめる。
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2．使用文書
本マニュアルに従い行うDDにおいては、以下の文書を併せて
使用する。

文書名 備考

違法伐採対策に対する日本製紙連合会の行動指
針
生物多様性保全に関する日本製紙連合会行動指
針

製紙業界の違法伐採対策

日本製紙連合会違法伐採対策モニタリング事業

日本製紙連合会「環境行動計画」
製紙業界の違法伐採対策の取り組み状況につい
て

3．合法調達へのコミットメント

＿＿＿＿＿社の原料調達方針を参照｡
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4．品質システム・管理

4.1 担当部署・担当者の記載（省略）

4.2 研修・能力育成（省略）

4.3 DDシステム（DDS）改訂のプロセス

DDの統括責任者、または必要に応じて独立第三者が、DDSの維
持、見直し、改訂を1年に1度行う

サプライチェーンに変更があった場合、新規のサプライヤーから
購入する場合、または新しい製品・樹種・原産国などが調達対
象になった場合には、その都度、サプライチェーンとリスクアセス
メントの結果を見直し、必要な場合にはDDSを改訂する
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4.4 記録管理の手続き

DDにおけるすべての課程、要素について記録を取る
記録はデジタルでも紙ベースでもよいものとする
記録は最低5年保持する
DDの実行のために必要な記録文書としては、例として以下のようなものが挙げられ
る：

売買契約書
協定書
請求書
インボイス
トレーサビリティレポート
森林認証証書
団体認定書
合法証明書
内部監査報告書
第三者監査文書
現地確認報告書
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4.5対外コミュニケーションにおけるルール

＿＿＿＿＿社は、DDを本マニュアルに従って行った場合でも、製紙連合会のデュー
ディリジェンス認証/証明を受けたという表現を、請求書、パッケージ、木材製品その

もの（ただしこれらに限定されない）に使用しない。例として使用できない表現は、「リ
スクアセスメント済み」「リスクアセスメント済み木材」「低リスク木材」「独立第三者監
査済み木材」など。パンフレット等でデューディリジェンス制度について説明する場合
には、「独立第三者認証」という表現は使用しない。「無視できるリスク」という表現は、
製品のリスク評価について説明する場合には使用してもよいが、製品説明としては
使用しない。ただし、「製品のリスクを評価するために、製紙連合会のマニュアルに基
づき＿＿＿＿社で社内デューディリジェンスを行った」という説明はしてもよいものと
する。
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5． 原材料の保管

受け取り、加工、梱包、輸送の間を通して、購入した原材料を、由来の不明な可能性
のあるものが万が一混入した場合には、違法な可能性のあるものと分けて管理する

担当者は上記を確実にし、由来の不明な可能性のあるものが万が一混入した場合に
は、購入した原材料を指定場所への保管や見取り図図面上での表記などにより、目視
確認できるようにしておく

第三者認証製品、第三者合法性証明製品、認証管理木材はそれぞれの条件に従っ
て保管する
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6．適用範囲

以下の表に対象となる製品を記載する。国産原料については、(別添４)

樹木分布区域図･区域別樹木リストも利用のこと。

製 品
伐採地

（基本、海外は州レベル、国内
は県レベル）

樹 種 名

(国内は分布区域番号) 学 名

木材チップ(輸入)

木材チップ(国産)

パルプ(輸入)

パルプ(国産)

木質燃料(輸入)
（分る範囲において）＊

木質燃料(国産)
（分る範囲において）＊

*脚注：現在、すべての情報を収集することが大変困難であるため、なるべ
く早期に完全なDDの対象とすることを目指す。
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7．サプライチェーン情報へのアクセス

下記のサプライチェーンに関する情報を、相応に現実的な程度において調達
前に収集する/アクセスできるようにしておく。そのために、サプライヤーから情
報提供について契約文書を通して合意を得ておく：

a. 製品の種類
b. 市場に出ている全製品の樹種の通称と学名

c. （木材の伐採された）原産国、（違法性のリスクがより高い原産国では）
地域、森林伐採地区

d. 木材製品が製造された国
e. 製品のサプライヤー･リスト(商号、国名、住所

サプライヤーの商
号

国名 住所 製品の種類
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f. マニュアルの対象となる購入予定の木材製品の量

g. 該当する場合は以下を含む、木材・木材製品が関連適用法規制に準拠する
ことを示す文書またはその他の情報

h. FLEGTライセンス材及びCITES材
i. FSC認証証明書及びPEFCとの相互認証制度の認証証明書
j. 第三者合法性証明システムへの準拠を示す文書
k. EU木材法、オーストラリア違法伐採禁止法によって認められた文書
l. サプライチェーン図

＊サプライヤーのCoC認証だけでなく製品そのものの認証を必ず確認すること。

＊日本製紙連合会『H26年度 海外植林におけるナショナルリスクアセスメント手法の
開発 報告書』中の82頁～88頁､添付資料2「EU木材規制のためのガイダンス文書」を
参照。また、日本製紙連合会『H26年度 海外植林におけるナショナルリスクアセスメ
ント手法の開発 報告書』中の関連部分参照：EUは「3.1.4 補足法とガイダンス」、オー
ストラリアは「3.3.2 デューディリジェンス（DD）」を参照。
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7.1 サプライチェーン情報の収集
情報収集は、トレーサビィリティレポート(別添２)により､リスクアセスメントがきちんとでき
るレベルで行う。

7.2 サプライチェーンに関する情報へのアクセス

サプライチェーンに関する情報が不足していることは、リスクを意味する。この場合リスク
緩和措置を取る。

7.3 情報更新・改変
サプライチェーンやサプライヤーに関する情報は、以下のタイミングで更新する：
• 年に一回
• サプライチェーンに変化があった場合

7.4 情報のギャップに関する評価

リスクアセスメントの前に、サプライヤー情報は確認しておくこと。不足する情報について
評価し、これを情報のギャップと考えること。
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8．リスクアセスメント

（中略）

リスクアセスメントについては､「2015

年度違法伐採対策モニタリング事業
の調査マニュアル」(別添３)に基づい
て実施する｡



リスクアセスメント ～続き

基本的に、以下の条件すべてが満たされる場合、リスクは無視できると考えてよい。

＊ただし詳細は、欧州木材貿易連盟発行文書ETTF System for Due Diligence(添付資料
8-1）、特にAnnex5. B 「リスク特定表」（添付資料8-2）を参照しつつ行う。

a. 原産国は国連安全保障理事会または欧州連合理事会によって木材貿易を禁止されていない

b. サプライチェーン中に、証明された違法行為は全くない

c. 原産国または樹種について違法性の蔓延は報告されていない

d. サプライチェーン中には、特定することのできた企業のみ、限定的な数しか存在しない

e. 木材または木材製品が適用法令に準拠することを示すために必要な文書はすべて、サプライ
ヤーによって用意されている

f. 原産国の腐敗レベルが低い

認証・合法性証明木材、認証コントロールウッドの場合 → 8.1 に従い制度の条件と
FMレベルでのリスクを評価

上記以外の場合 → 8.2 に従う
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8.1 認証・合法性証明木材の使用
認証済みの木材製品の場合には、各基準を欧米規制に適合したFSCまたはPEFCの相

互認証制度であれば、各制度で定められる規定に従い実際の製品の認証が確認でき、
さらにFM認証レベルで違法性に関する重大な問題が報告されていない場合、リスク

は無視できるレベルとみなす。認証管理木材についても同様の扱いとする。それ以外
の認証制度の場合、8.2に従いリスクアセスメントを行う。

8.2 リスクアセスメントチェックリスト
8.1 でリスクが無視できるレベルと特定できない場合、以下のチェックリストに従ってリ
スクアセスメントを行う。
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European Timber Trade Federationのチェックリスト

リスクアセスメ
ントを完結でき
るリスクのカテ
ゴリー

1．FLEGT(※)材か？

２．国連安全保障理事会やＥＵ理事会から木材貿易禁止令が出ているか？

3．ワシントン条約記載樹種を含んでいるか？

4．ワシントン条約のもと、正当な許可と必要書類があるか？

認証状況 5．サプライヤーと製品の両方が、EU木材法の適用条件すべてに適合する、

信頼できる第三者認証制度の認証を受けているか？

6．受け取った製品に、その製品の認証を確認できる情報が付帯している

か？

7．CoCがつながっており、サプライヤーの認証が有効であることが確認でき

るか？
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樹種のリスク 8．使用樹種に違法リスクがないか？

原産地リスク 9．原産国/地における伐採に関して第三者の権利の侵害など人権リスク

を含む違法行為の重大なリスクがないことが確認できるか？
確認に使用する参考サイト：
• グローバルフォレストレジストリー（FSCのナショナルリスクアセスメント

と連動）（随時更新）
http://www.globalforestregistry.org/

• トランスペアレンシー・インターナショナルの腐敗認識指数（毎年更新）
http://www.transparency.org/cpi2015

• その他、研究機関、NGOなどの報告書

サプライチェー
ンのリスク

10．サプライチェーンに関する情報に、製品の原産地を確認し管理の程

度を特定できるレベルでアクセスできるか？

11．加工や輸送の段階で、無視できないリスクを持つ製品（原材料）と混

ざったりすり替わったりしていないか？
12．樹種、数量、品質の分類は、関連規制に従ってなされているか？
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8.3 リスクアセスメントの流れ

以下のフローチャートは、リスクアセスメントの流れを示したものである。全般にリスク
がより低いと見なしたのは①FSCまたはPEFC認証製品の場合、②腐敗認識指数（CPI）が
高い国（腐敗度の低い国）である。②については基本的にCPIが高い先進国からの木材

全般を違法リスクレベルがより低いとみなす考えである。ただし、①、②いずれの場合
も、伐採国レベルで重大な違法リスクの報告がないかどうかを確認することを強く推奨
する。
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9．リスク緩和措置

リスクアセスメントの結果、リスクレベルが無視できないものであった場合、リスク緩
和措置として以下の要素を含んだ手続きを踏む。どのような手続きを取るかはリスク
の種類や程度、または第三者証明や代替製品があるか否かなど、様々な要素に
よって異なってくる。
1. 追加情報や文書の要請をする
2. 自社でサプライチェーン監査を行う
3. 第三者証明
4. 無視できないリスクレベルに該当するサプライヤーや製品の代替

＊詳しい例は、日本製紙連合会『H27年度海外植林におけるナショナルリスクアセス
メント手法の開発 報告書』中の表「リスク緩和措置とその強度（ETTF DDS文書より）」
および添付資料8-1中のリスクアセスメントの部分を参照。ETTF ではリスク緩和措置

行動計画の作成を推奨している。
http://jopp.or.jp/research_project/industrialplantation/2016/pdf/20160629-001.pdf



ご清聴ありがとうございました。


